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１．研究計画の概要 

 この課題では，持続可能で効率的な医療・
介護システムはどうあるべきかを研究する。 

(1)まず，「持続可能」の側面では，少子・高
齢化のなかで必要な給付費用をどのように
財源調達するのか，を検討する。研究の中核
をなすのは，政策への応用を重視してこれま
で開発してきた医療・介護保険財政モデルで
ある。厚生労働省・内閣府による将来予測と
も整合的になるように，最新時点の情報を即
時に取り入れる構造になっている。 

(2)「効率的」の側面からは，質を維持し費用
を抑制するために，提供されるサービスの質
を適切に評価する方法を確立する課題を検
討する。この研究課題では，財政研究者と社
会保障研究者を組み合わせ，財源調達とサー
ビス提供の両面から，医療・介護システムの
研究を進めていく。具体的には，医療・介護
サービスの質の評価に関する研究として，グ
ループホームのサービスの質と認知症患者
の要介護度の関係について分析，国民健康保
険財政の効率的運営に関する研究をおこな
う。 

研究組織として，財政システム班と提供シ
ステム班を組織して，それぞれ(1)，(2)の研究
課題に取り組む。 

 

２．研究の進捗状況 

(1)医療・介護保険財政モデルによる分析では，
2008 年度には人口構造の変化に対する感度
分析を中心にした政策研究をまとめ，日本学
術会議主催のシンポジウムで報告をした。
2009～2010 年度には，公費負担の推計精度
を高めるとともに経済前提の直近への変化

を織り込んだ改訂版を作成し，費用負担の将
来予測をおこなう論文を発表した。 

 論文では，医療・介護費用に対する公費負
担は，2007 年度から 2025 年度まで GDP の
1.8％増加することが示された。2025 年度か
ら 2050 年度にかけて，公費負担は医療が
GDP の 1.25％，介護が 1.05％増加すると推
計された。また，2050 年度以降も約 20 年間
にわたり，公費負担総額は上昇を続ける。後
期高齢者に重点的に公費が投入されている
ことから，公費負担の伸び率は保険料の伸び
率よりも高いため，税による財源調達がより
困難になることが予想される。したがって，
給付と負担の関係が相対的に明確な保険料
での財源調達の余地を大きくし，公費負担の
比重が小さくなる方向への改革を検討する
必要があることが示唆される。 

(2)医療・介護サービス改善のための課題につ
いて個別研究も平行しておこなわれた。独自
に収集したグループホームのアンケート調
査をもとに，グループホームのサービスの質
と認知症患者の要介護度の関係について分
析した。また，独自に収集した国保財政のデ
ータをもとに，運営費用を決定する要因を分
析し，保険の運営に規模の経済が働くかどう
かを検証した。 

 

３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進んでいる。 

（理由） 

開始後 3 年間で論文発表 15 件，学会発表
12 件を数え，研究成果を順調に発表できてい
る。 
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デルでは，この研究課題でもっとも重要な改
良項目となる確率シミュレーションの開発
がほぼ予定通り進められた。 

 

４．今後の研究の推進方策 
(1)引き続き人口変動が医療・介護保険財政
に与える影響を分析するために，長期の医
療・介護費用と国民所得を予測する医療・介
護保険財政モデルの改良をおこなう。医療・
介護費用，金利を確率的に生成する確率シミ
ュレーションをおこなえるモデルに拡張を
図る。 
(2)財政システム班と提供システム班は連携
して，マクロ的な医療・介護費用に与える影
響を推計し，医療・介護保険財政モデルを改
訂する。その他，提供システム班は，医療・
介護サービス改善のための個別研究をおこ
なう。 
 
５. 代表的な研究成果 
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